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｢社内預金制度の運用について｣の一部改正について

労働基準法施行規則第57条第3項の規定による預金の管理の状況に関する報告 (以下

｢預金管理状況報告｣というQ)については､労働者の預金の受入れを行う事業場の使用

者が当該事業場の預金の管理の状況につき記入し､報告すべきものであるが､今般､同

一企業に属する各事業場の預金が本社等特定の事業場 (以下 ｢本社｣というD)において

集中管理され､一定の要件を満たす場合に､本社の使用者が､一括して本社の所在地を

管轄する労働基準監督署長に預金管理状況報告を行う場合には､本社以外の事業場の所

在地を管轄する労働基準監督署長に報告があったものとして差し支えないこととし､昭

和52年 1月 7日付け基発第4号 ｢社内預金制度の運用について｣(以下 ｢4号通達｣とい

うO)の一部を改正することとしたので､その実施に遺漏なきを期されたい.

記

1 改正の趣旨

預金管理状況報告については､労働者の預金の受入れを行う事業場の使用者が当

該事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長に報告すべきものであり､今回の改

正によってもこの考え方は変更されるものではない｡また､4号通達において､本

社において集中管理され､一定の要件を満たす場合に､同一の労働基準監督署管内

に二以上の事業場があるときは､各事業場に係る預金管理状況報告については､当

該企業内の組織上､各事業場の長より上位の使用者が､とりまとめて当該労働基準

監督署長に報告することも差し支えないこととしているところである｡

今回の改正は､従来の取扱いに加えて､上記の要件を満たす場合に､本社の使用

者が､一括して本社の所在地を管轄する労働基準監督署長に預金管理状況報告を行

う場合には､本社以外の事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長に報告があっ

たものとして差し支えないこととするものである｡



2 改正の内容

(1) 4号通達の記の第4の2の(2)中 ｢事業場を管轄する｣を ｢事業場の所在地を

管轄する｣に改める｡

(2) 4号通達の記の第4の2の(2)の次に次のように加える｡

(3) また､(2)の取扱いに加えて､複数の事業場を有する企業等において､本社

の使用者が､一括して本社の所在地を管轄する労働基準監督署長に報告を行う

場合には､本社以外の事業場を管轄する労働基準監督署長に報告があったもの

として差し支えないこと｡

この場合､本社の使用者は､本社の預金管理状況の内容を様式第24号に記載

し､本社以外の事業場の内容については別添の続紙に記載しこれに添付して報

告することも差し支えないものであること｡

(3) 4号通達の ｢別添の続紙｣について､別紙のとおり改める｡
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